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＜参考＞ 
 

１．国際勧告等の関連 
本標準に関する国際勧告はない。 

 

２．改版の履歴 

 

版 数 制 定 日 改 版 の 内 容 

第１版 １９９８年 １１月２６日 制 定 

第２版 １９９９年 ４月２２日 ＩＡＭ、ＡＣＭ、ＣＰＧ信号に事業者情報転送パラメータ(ＰＯ

Ｉ階梯情報)、ＣＰＧ信号に事業者間料金精算方式に関する信号

を追加した。また、後位局から複数回事業者間料金精算方式に関

する信号が送られた場合の上書き条件、アナログ端末着信時の着

側切断手順を明確化した。 

第３版 １９９９年１１月２５日 ＩＡＭ信号に信号分割転送機能を追加した。なお、ＡＣＭ，ＣＰ

Ｇ，ＡＮＭ信号での信号分割については今後の検討とした。 

第４版 ２０００年 ４月２０日 優先接続における固定塗替で選択された事業者名の音声通知手順

を追加した。また、付加ユーザ種別パラメータに移動通信(IMT-

2000)を追加した。 

第５版 ２００１年１１月２７日 着信転送時における転送元事業者網のパラメータ設定処理を追記

した。また、第一着番号、転送元番号パラメータの情報要素の追

加と、移動体番号追加に伴う記述の変更を行った。 

第６版 ２００３年 ４月２３日 ＩＰ電話番号追加に伴う記述の変更を行った。 

第７版 ２００５年 ８月２５日 一般番号ポータビリティ、携帯電話番号ポータビリティの実施に

伴い、リダイレクション関連のパラメータをＩＳＵＰ仕様互換表

に追記 

第 7.1 版 ２００６年 ９月５日 3.100 e)の誤記訂正 

リダイレクション実行理由 → リダイレクション起動理由 

 

 

３．工業所有権   

 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧

になれます。 

 

４．その他 

（１）本標準は、他のＴＴＣ標準に対して、先行している項目はない。 

 

５．標準作成部門 

 信号制御専門委員会 
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１．概説 
本標準は国内の電気通信事業者間の相互接続用共通インタフェースを規定する。 

 

1.1 規定範囲 

本標準は、電気通信事業者間の相互接続を円滑に行うため、網間インタフェースに関わる接続条件（以下、

相互接続用共通インタフェースと呼称）について規定を行うものである。 

本標準は、基本サービス機能について規定しており、高度サービス機能の規定については、今後の検討課

題である。 

本標準では、 

 

－接続条件に関わる規定の解釈を一意とすることで、実装可能な標準とする。 

－様々な通信事業形態（国際、国内中継、移動体、ＰＨＳ等）の電気通信事業者との相互接続において、

共通的に適用することが可能な標準とする。 

－接続条件として、信号条件以外に網間インタフェースにおいて円滑な相互接続を行うために必要な事項

を含む標準とする。 

 

ことを目的に、規定を行うこととしている。 

 

1.2 規定対象 

本標準は、基本サービス機能に関わる網間インタフェースを規定しており、網間インタフェースは、ＩＳ

ＵＰおよびＭＴＰに関連する事項を含む相互接続に必要な事項を規定対象としている。基本サービス機能

としては、 

 

－電話／ＩＳＤＮの呼接続に関する接続条件及び課金条件 

－網間インタフェースにおける付加サービス情報の転送およびサービス処理条件 

 

を規定対象としている。なお、IP 電話網（注）との網間インタフェースにおいても、ＩＳＵＰおよびＭＴ

Ｐに関連する事項を含む相互接続に必要な事項を規定対象としている。 

また、相互接続に関する運用条件等の関連する事項については、参考として本標準の付録に記述を行って

いる。 

 

（注）網の一部又は全部において IP（Internet Protocol）技術を利用した音声電話網であり、0A～J番号を付

与した IP 電話（以下、「ＩＰ電話（カテゴリＡ）」という）及び 0A0 番号を付与した IP 電話（以

下、「ＩＰ電話（カテゴリＢ）」を提供する網 
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２．接続形態 
2.1 基本接続形態 

 相互接続用共通インタフェースを提供する電気通信事業者は、総合的な通信事業者（国際、国内中継、

移動体、PHS、固定電話（0A～J）等を同時に提供する、あるいは提供する可能性を持つ電気通信事業者）

として、他の総合的な電気通信事業者との相互接続を実施する。基本的な接続形態を図２－１／JJ-90.10 に

示す。 

 

 

ＩＰ電話網 ＩＰ電話網 

固定電話網 

二種事業者網 

ポケットベル網 

PHS網 

国際網 

移動体網 

国内中継網 

固定電話網 

二種事業者網 

ポケットベル網 

PHS網 

国際網 

移動体網 

国内中継網  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 インタフェース規定点 電気通信事業者 
 

 呼の流れ 
 

 

図２－１／JJ-90.10 基本接続形態 

 

 

2.2 相互接続用共通インタフェースの規定範囲 

接続パターンを表２－１／JJ-90.10に示す。 

 

表２－１／JJ-90.10 接続パターン 

 

着信（中継）網

発信（中継）網         

共通インタフェースを 

提供する事業者網 

共通インタフェースを 

提供しない事業者網 

共通インタフェースを提供する事業者網 ○ － 

共通インタフェースを提供しない事業者網 － － 

○：対象とする接続パターン 
―：対象としない接続パターン 
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３．番号方式 
3.1 発ユーザ・ダイヤル番号の基本構成 

 (1) 国際呼、国内中継呼のダイヤル番号 

 

００Ｘ１Ｘ２ ＋ 接続番号、 ００２Ｙ１Ｙ２ ＋ 接続番号、 または 接続番号 

 

００Ｘ１Ｘ２／００２Ｙ１Ｙ２：事業者識別番号（Ｘ１は０，２及び９を除く） 

接続番号：国際番号(注)、国内番号あるいは付加サービス番号 

(注) 国際プレフィックス(010)が含まれることがある。 

    

 (2) 移動体接続呼のダイヤル番号 

 

０Ａ０ ＋ ＣＤＥ ＋  接続番号 

                                  

０Ａ０：移動体サービス識別番号（０８０，０９０） 

ＣＤＥ：事業者識別コード（Ｃは０を除く） 

接続番号：加入者番号あるいは付加サービス番号 

 

 (3) ＰＨＳ接続呼のダイヤル番号 

 

０Ａ０ ＋ ＣＤＥ ＋  接続番号 

                                  

０Ａ０：ＰＨＳサービス識別番号（０７０） 

ＣＤＥ：事業者識別コード（Ｃは０を除く） 

接続番号：加入者番号あるいは付加サービス番号 

 

 (4) 料金を発信側が負担する無線呼び出し（以下「ポケベル」という）のダイヤル番号 

 

０Ａ０ ＋ ＣＤＥ ＋ 接続番号 

                                  

０Ａ０：ポケベルサービス識別番号（０２０） 

ＣＤＥ：事業者識別コード（Ｃは０を除く） 

接続番号：加入者番号あるいは付加サービス番号 

 

 (5) 二種事業者接続呼のダイヤル番号 

 

００９１ ＋ Ｎ１Ｎ２ ＋ 接続番号 または 接続番号 

                                  

００９１：二種事業者接続識別番号 

Ｎ１Ｎ２：事業者識別コード 

接続番号：国際番号(注)、国内番号等 

(注) 国際プレフィックス(010)が含まれることがある。 
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 (6) 固定電話及び IP電話（カテゴリＡ）（0A～J）接続呼のダイヤル番号 

 

接続番号（固定電話番号） 

   

接続番号： 市外局番 ＋ 市内局番 ＋ 加入者番号 

 

(7) ＩＰ電話（カテゴリＢ）接続呼のダイヤル番号 

 

０Ａ０ ＋ ＣＤＥＦ ＋ 接続番号 

                                  

０Ａ０ ：ＩＰ電話サービス識別番号（０５０） 

ＣＤＥＦ：事業者識別コード（Ｃは０を除く） 

接続番号：加入者番号 

 

3.2 発信網のダイヤル番号に関する機能 

(1) 番号の識別 

発事業者網は原則として接続番号を識別した特別な処理は行わない。 

(2) 有効受信桁数 

発事業者網は有効な受信桁数（最小受信桁数から最大受信桁数まで）の登録を可能とし、最小桁数

に満たない場合、無効を検出した交換局でＢＴ接続、トーキ接続、または切断処理（ＲＥＬ送出）

とする。 

 (3) 起動条件 

発事業者網は有効な受信桁数内で、最大桁数未満の場合は桁間タイミングで起動する。また、個別

番号毎の固定桁起動も可能とする。 
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４．信号方式 
4.1 接続事業者網間の信号方式 

 接続事業者網間の信号方式は No.7 信号方式プロトコルを適用する。 

 共通線信号リンクの速度は４．８ kbit/s または４８ kbit/s とし、接続事業者網間の信号網構成は対応

網構成あるいは準対応網構成とする。 

 共通線信号リンクの速度は、設備状況等を考慮の上、接続事業者間で決定する。 

 

4.1.1 その他接続に必要な事項 

 通信回線、共通線信号リンクの新設・増減設単位及び共通線信号局番号、回線番号、回線群番号の付与

方法等、その他接続に必要な事項は、接続事業者間の協議により決定する。 

 

4.2 ＭＴＰ仕様 

 ＭＴＰ仕様は「ＴＴＣ標準  網間インタフェース  網間信号方式（ＩＳＤＮ網間信号方式）」に準拠す

る。参照するＴＴＣ標準の版数は次のとおりである。 

 ＪＴ－Ｑ７０１ 第２版 1990/11/28 制定 

 ＪＴ－Ｑ７０２ 第１版 1987/4/28 制定 

 ＪＴ－Ｑ７０３ 第３版 1994/4/27 制定 

 ＪＴ－Ｑ７０４ 第４版 2002/5/30 制定 

 ＪＴ－Ｑ７０７ 第２版 1990/11/28 制定 

 

4.3 ＩＳＵＰ仕様 

 ＩＳＵＰ仕様は「ＴＴＣ標準  網間インタフェース 網間信号方式（ＩＳＤＮ網間信号方式）」に準拠

する。参照するＴＴＣ標準の版数は次のとおりである。 

 ＪＴ－Ｑ７６１ 第７版 2001/4/19 制定 

 ＪＴ－Ｑ７６２ 第２０版 2002/5/30 制定 

 ＪＴ－Ｑ７６３ 第２１.1 版 2006/9/5 制定 

 ＪＴ－Ｑ７６４ 第１２版 2002/5/30 制定 

     ＪＴ－Ｑ７６９．１ 第２版    2000/11/30 制定 

 ＪＴ－Ｑ８５０ 第２版 1996/11/27 制定 

 

 本標準で規定するＩＳＤＮユーザ部のメッセージとコードは、ＪＴ－Ｑ７６３をベースドキュメントと

して、ＩＳＵＰ仕様互換表（表４－１／ＪＪ-90.10 参照）に示す。付加サービスを提供するＩＳＤＮユー

ザ部のプロトコル要素については、ＪＴ－Ｑ７３Ｘシリーズを参照する。 
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表４－１／ＪＪ-90.10 ＩＳＵＰ仕様互換表 
 
 

ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

1. 概説   

1.0 本標準の範囲、参考文献、定義、略

語 
ベースドキュメントどおり  

1.0.1 本標準の範囲   

1.0.2 参考文献   

1.0.3 用語と定義   

1.0.4 略語   

1.0.5 コーディング原則の概要   

1.1 ルーチングラベル   

1.2 回線番号 CIC設定フィールドは 13ビットとする 
加入者交換機接続時は最上位ビットを”0”保障する 

 

1.3 メッセージ種別 ベースドキュメントどおり  

1.4 フォーマッティングの原則   

1.5 固定長必須部   

1.6 
 

可変長必須部 
 

オプション部開始ポインタはオプション部が存在しないメッセージ

種別についてもオール”0”に設定する。ただし、オプション部が存
在しないメッセージ種別にこのポインタが設定されてない場合も正

常処理を行う 

 

1.7 オプション部 ベースドキュメントどおり  

1.8 
 

オプションパラメータの終了 
 表示オクテット 

  

1.9 送出順序   

1.10 予備ビットのコーディング 予備ビットは送信時”0”を設定し、受信時無視とする  

1.11 国内用信号種別とパラメータ ベースドキュメントどおり  

1.12 メッセージ種別コードとパラメータ

コードの割当て 
  

1.13 ｢予備｣コードと｢留保｣コードの意味   

2. パラメータのコード   

2.1 メッセージ種別のコード ベースドキュメントどおり  
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

2.2 長さ表示のコーディング   

2.3 ポインタのコーディング   

3. ＩＳＤＮユーザ部のパラメータ      

3.1   パラメータ名 ベースドキュメントどおり  

3.3   アクセス転送 ベースドキュメントどおり  
3.5  逆方向呼表示   
   BA：課金表示 ACMにおいては”00, 01, 10”を使用する。 

ANMにおいては”01, 10”を使用する。 
ACMでは未確定の場合のみ“00:表示なし”を設定を許容 
ANMでは“01:非課金”または“10:課金”の設定が必須 

   DC：着ﾕｰｻﾞ状態表示（CLS） “00, 01”を使用する  
  FE：着ﾕｰｻﾞ種別表示 “00, 01, 10”を使用する  
   HG：ｴﾝﾄﾞ･ｴﾝﾄﾞ法表示 “00”を使用する  
  I ：相互接続表示 ベースドキュメントどおり  
   J ：ｴﾝﾄﾞ･ｴﾝﾄﾞ情報表示(国内用) “0”を使用する  
  K ：ＩＳＵＰ１リンク表示 ベースドキュメントどおり  
   L ：保留表示(国内用) “0”を使用する  
  M ：ＩＳＤＮアクセス表示(IAI) ベースドキュメントどおり  
    N ：エコー制御装置表示 
   PO：ＳＣＣＰ法表示 “00”を使用する  
3.9   着番号 （アドレス情報は最大 26桁とする）  
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  
   b)番号種別表示 “0000011, 1111110”を使用する  
   c)網内番号表示（INN表示） “0”を使用する  
   d)番号計画表示 “001”を使用する  
   e)アドレス情報 “0000～1001”を使用する  
  f)フィラー ベースドキュメントどおり  
3.10   発番号 （アドレス情報は最大 16桁とする）  
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  
  b)番号種別表示 “0000011, 0000100, 1111110”を使用する  
   c)発番号不完全表示 “0”を使用する  
   d)番号計画表示 “001”を使用する  
   e)表示識別 “00, 01”を使用する  
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

   f)網検証識別 “01, 11”を使用する  
   g)アドレス情報 “0000～1001”を使用する  
  h)フィラー ベースドキュメントどおり  

3.11  発ユーザ種別 “00001001, 00001010, 00001011, 00001101, 00001111”を使用する  

3.12   理由表示   

  a)拡張表示子 ベースドキュメントどおり  

  b)コーディング標準   

  c)予備   

  d)生成源 “0000, 0011, 0100, 0101, 0111, 1010”を使用する  

  e)拡張表示子 ベースドキュメントどおり  

  f)理由表示値 "0000001 ～ 0000101, 0010000 ～ 0010111, 0011011 ～ 0011101, 

0011111, 0100010, 0100110, 0101001 ～ 0101100, 0101111, 

0110010, 0111001, 0111010, 0111111, 1000001, 1000101, 

1000110, 1001111, 1011000, 1011011, 1011111, 1100001, 

1100011, 1100110,1100111, 1101111,1111111"を使用する 

 

  g)診断情報 ベースドキュメントどおり 理由種別により異なる 

3.14   回線状態表示(国内用) 第一版をサポートするためのオプションを使用する 
その他はベースドキュメントどおり 

 

3.20   オプションパラメータ終了表示 ベースドキュメントどおり  

3.21   イベント情報   

3.23   順方向呼表示   

   A ：国内／国際呼表示 “0, 1”を使用する  

   CB：エンド・エンド法表示 “00”を使用する  

  D ：相互接続表示 ベースドキュメントどおり  

  E ：エンド・エンド情報表示(国内
用) 

“0”を使用する  

  F ：ＩＳＵＰ１リンク表示 ベースドキュメントどおり  

  HG：ISUP1ﾘﾝｸ希望表示 “00, 01, 10”を使用する ＩＳＵＰ-ＭＦインタワークが必要な接続の場合、発信事業

者網(選択中継呼の場合は選択中継事業者網)は"00"または

"01"を設定 

  I ：ＩＳＤＮアクセス表示 ベースドキュメントどおり  

   KJ：ＳＣＣＰ法表示 “00”を使用する  
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

  L ：予備 ベースドキュメントどおり  

  P-M：国内使用に留保   

3.26 汎用番号 （アドレス情報は最大 16桁とする）  

   a) 番号情報識別子 “00000110, 00000111”を使用する  

  b) 奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  

   c) 番号種別表示 “0000011”を使用する  

   d) 番号不完全表示 “0”を使用する  

   e) 番号計画表示 “001”を使用する  

   f) 表示識別 “00, 01”を使用する  

   g) 網検証識別 “01, 11”を使用する  

   h) アドレス情報 “0000～1001”を使用する  

  i) フィラー ベースドキュメントどおり  

3.35  接続特性表示   

  BA：衛星回線表示 “00, 01, 10”を使用する  

   DC：導通試験表示 “00”を使用する  

  E ：エコー制御装置表示 ベースドキュメントどおり  

  H-F：予備   

3.37  オプション逆方向呼表示   

   A ：インバンド情報表示 “0, 1”を使用する  

   B ：着信転送可能性表示 “0”を使用する  

   C ：簡易分割表示 “0”を使用する  

  D ：MLPPユーザ表示 使用しない  

  H-E：国内使用に留保 ベースドキュメントどおり  

 オプション順方向呼表示   

 BA ：閉域接続呼表示 “00,”を使用する  

 C ：簡易分割表示 “1”を使用する  

 G-D：予備 使用しない  

3.38 

 H：接続先番号要求表示 “0”を使用する  

3.39  第一着番号 （アドレス情報は最大 16桁とする） 着信転送起動時に設定 
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

   b)番号種別表示 “0000011, 0000100”を使用する。  

   c)番号計画表示 “001”を使用する。  

   d)表示識別 “00, 01”を使用する。  

   e)アドレス情報 “0000～1001”を使用する。  

  f)フィラー ベースドキュメントどおり  

3.43   範囲と状態   

   a)範囲 GRSと GRAは”1～11”，CQMと CQRは”0～31” を使用する  

   b)状態 GRAのみ使用する  

3.44  転送元番号 （アドレス情報は最大 16桁とする） 着信転送起動時に設定 
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  

   b)番号種別表示 “0000011, 0000100”を使用する  

   c)番号計画表示 “001”を使用する  

   d)表示識別 “00, 01”を使用する  

   e)アドレス情報 “0000～1001”を使用する  

  f)フィラー ベースドキュメントどおり  

3.45  着信転送情報  着信転送起動時に設定 
   CBA：転送表示 “011, 100”を使用する  

  D：予備 ベースドキュメントどおり  

  HGFE：第一転送理由 “0001, 0010, 0011, 0100, 0101, 0110”を使用する  

  KJI：転送回数 ベースドキュメントどおり  

    L：国内用に留保 
  PONM：転送理由 “0001, 0010, 0011, 0100, 0101, 0110”を使用する  

3.46  転送先番号 （アドレス情報は最大 16桁とする） リダイレクション起動時に設定 
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  

   b)番号種別表示 “0000011”を使用する  

   c)網内番号表示 “0”を使用する  

   d)番号計画表示 “001”を使用する  

   e)アドレス情報 “0000～1001”を使用する  

  f)フィラー ベースドキュメントどおり  

3.52  中断／再開表示 ベースドキュメントどおり  
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

    A ：中断／再開表示 
    H-B：予備 
3.53  中継網選択(国内用)  着信転送時、転送呼には設定しない 
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  

   b)網識別種別 “010”を使用する  

   c)網識別計画 “0001”を使用する  

  d)網識別子 ベースドキュメントどおり  

3.54   通信路要求表示 “00000000, 00000010，00000011”を使用する  

3.57  ユーザサービス情報 ベースドキュメントどおり  

3.60   ユーザ・ユーザ表示   

   A：種別 “1”を使用する  

   CB：サービス１ “00”を使用する  

   D-G：サービス２，３ “0000”を使用する  

   H：網廃棄表示 “1”を使用する  

3.61   ユーザ・ユーザ情報 ベースドキュメントどおり  
3.86  着ディレクトリ番号  一般番号ポータビリティ、携帯電話番号ポータビリティで使

用 
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  
   b)番号種別表示 “0000011”を使用する  
   c)番号計画表示 “001”を使用する  
   d)網内番号表示（INN表示） “1”を使用する  
   e)アドレス情報 “0000～1001”を使用する  
  f)フィラー ベースドキュメントどおり  

3.96 リダイレクション能力(国内用)  リダイレクション起動時に設定 
   CBA：ﾘﾀﾞｲﾚｸｼｮﾝ可能表示 “001”を使用する  

  G-D：予備 ベースドキュメントどおり  

    H：拡張表示 
3.97 リダイレクション回数(国内用)  リダイレクション起動時に設定 
   E-A：リダイレクション回数 “00000～11111”を使用する  

  H-F：予備 ベースドキュメントどおり  



   － 16 －      ＪＪ－９０．１０ 

ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

3.99 リダイレクション順方向情報(国内用)  一般番号ポータビリティ、携帯電話番号ポータビリティで使

用 
  a)情報種別識別子  “00000011”を使用する  
  b)情報種別長 ベースドキュメントどおり  
    c)リダイレクション実行表示 
    d)拡張表示 “1”を使用する  

    e)リダイレクション実行理由 “1111110”を使用する  

   f)実行交換機リダイレクション可
能表示 

“001”を使用する  

3.100 リダイレクション逆方向情報(国内用)  一般番号ポータビリティ、携帯電話番号ポータビリティで使

用 
  a)情報種別識別子  “00000011”を使用する  
  b)情報種別長 ベースドキュメントどおり  
    c)リダイレクション起動理由 
    d)拡張表示 “1”を使用する  

    e)リダイレクション起動理由 “1111110”を使用する  

  料金区域情報  国際網/衛星系端末発信時を除き IAMに必ず設定 
 a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり 国際網/衛星系端末着信時を除き ACM/CHG/CPGに必ず設定 
 b)情報識別表示 ”0000001”のみ使用する  

3.103 

 c)料金区域情報 ベースドキュメントどおり  

    d)フィラー 

  課金情報   

 a)単位料金表示 “11111100, 11111101, 11111110”を使用する  

3.104 

 b)拡張表示 ベースドキュメントどおり  

  c)課金レート情報種別 “1111100, 1111101, 1111110”を使用する  

  d) 課金レート情報長 ベースドキュメントどおり  

    e) 課金レート情報内容 
3.105   課金情報種別 “11111110”を使用する  

3.106  契約者番号 （アドレス情報は最大 16 桁とする、発番号と同じ番号情報が設定
される場合には使用しない） 

 

  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  



   － 17 －      ＪＪ－９０．１０ 

ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

   b)番号種別 “0000011”のみ使用する  

   c)番号計画表示 “001”を使用する  

  d)アドレス情報 ベースドキュメントどおり  

    e)フィラー 
3.109 ＰＨＳ端末識別番号 （アドレス情報は最大 16桁とする） PHSローミング時に PHS番号を設定 
  a)奇数／偶数表示 ベースドキュメントどおり  

   b)番号種別表示 “0000011”を使用する  

   c)番号計画表示 “001”を使用する  

  d)アドレス情報 ベースドキュメントどおり  

    e)フィラー 
3.110  発信者番号非通知理由   

   a)拡張表示 “1”を使用する  

  b)発信者番号非通知理由 “0000001, 0000010, 0000011”を使用する  

3.111 国内用リダイレクション理由   

   G-A：リダイレクション理由 “1111110”を使用する  

  H：予備 ベースドキュメントどおり  

 付加ユーザ種別   

a)付加ﾕｰｻﾞ種別名 “11111100, 11111101, 11111110”を使用する  

b)固定系付加ﾕｰｻﾞ種別 1 “00000001, 00000010”を使用する  

c)移動系付加ﾕｰｻﾞ種別 1 “00000001, 00000010, 00000011, 00000100”を使用する  

d)移動系付加ﾕｰｻﾞ種別 2 “00000001, 00000010, 00000011, 00000100, 
 00000101, 00000110, 00000111, 00001000”を使用する 

 

3.112 

 

e)移動系付加ﾕｰｻﾞ種別 3 使用しない  

3.113 課金情報遅延 “11111101, 11111110”を使用する  

3.114 事業者情報転送   

  a)経由情報転送表示 ベースドキュメントどおり  

  b)事業者情報名 “11111011, 11111100, 11111101, 11111110”を使用する  

   c)事業者情報従属パラメータ名 “11111101, 11111110”を使用する  

   d)事業者識別コード ベースドキュメントどおり  

     e)POI-料金区域情報 
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

項 番 項    目   

  f)発事業者情報  IAMに常に設定 
相互接続点（POI）の階梯が複数存在する場合は POI-階梯情
報を設定する 
また「階梯１」を「加入者系交換機接続」 
  「階梯２」を「中継系交換機接続」とみなす 

  g)着事業者情報  ACM または CPG に常に設定 

POI-階梯情報の扱いは「f）発事業者情報」と同じ 

  h)選択中継事業者情報  中継事業者選択番号による事業者選択時に設定 
POI-階梯情報の扱いは「f）発事業者情報」と同じ 

  i)経由事業者情報  経由情報転送表示の内容にしたがって設定 
POI-階梯情報の扱いは「f）発事業者情報」と同じ 

  j)SCP事業者情報  使用しない 
  k)移転元 SCP事業者情報  使用しない 
  l)移転先 SCP事業者情報  使用しない 

4 ＩＳＤＮユーザ部信号とコード ベースドキュメントどおり  
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ＪＴ－Ｑ７６３の参照節 接続事業者網間仕様 備  考 

 項 番 メッセージ種別 
  

表 4-1   ＡＣＭ 「メッセージ種別」「逆方向呼表示」「オプション逆方向呼表示」「理由表示」

「ユーザ・ユーザ表示」「ユーザ・ユーザ情報」「アクセス転送」「料金区域情

報」「課金情報」「課金情報種別」「付加ユーザ種別」「課金情報遅延」「事業

者情報転送」「オプションパラメータ終了表示」を使用する 

 

表 4-2   ＡＮＭ 「メッセージ種別」「逆方向呼表示」「ユーザ・ユーザ情報」「アクセス転送」

「料金区域情報」「オプションパラメータ終了表示」を使用する 
 

表 4-3   ＣＰＧ 「メッセージ種別」「イベント情報」「理由表示」「逆方向呼表示」「アクセス

転送」「ユーザ・ユーザ表示」「ユーザ・ユーザ情報」「料金区域情報」「課金

情報」「課金情報種別」「付加ユーザ種別」「課金情報遅延」「事業者情報転

送」「オプションパラメータ終了表示」を使用する 

 

表 4-4   ＣＱＲ ベースドキュメントどおり  

表 4-5   ＧＲＡ ベースドキュメントどおり  

表 4-12   ＩＡＭ 
 

「メッセージ種別」「接続特性表示」「順方向呼表示」「発ユーザ種別」「中継

網選択」「通信路要求表示」「着番号」「発番号」「オプション順方向呼表示」

「転送元番号」「着信転送情報」「第一着番号」「ユーザ・ユーザ情報」「アク

セス転送」「ユーザサービス情報」「汎用番号」「料金区域情報」「契約者番

号」「ＰＨＳ端末識別番号」「発信者番号非通知理由」「国内用リダイレクショ

ン理由」「付加ユーザ種別」「事業者情報転送」「リダイレクション能力」「着

ディレクトリ番号」「リダイレクション回数」「リダイレクション順方向情報」

「オプションパラメータ終了表示」を使用する 

 
 

表 4-13   ＲＥＬ 「メッセージ種別」「理由表示」「転送先番号」「ユーザ・ユーザ情報」「国内

用リダイレクション理由」「リダイレクション逆方向情報」「リダイレクション

回数」「オプションパラメータ終了表示」を使用する 

 

表 4-14   ＲＬＣ 「メッセージ種別」のみ使用する  

表 4-18   ＳＵＳ，ＲＥＳ 「メッセージ種別」「中断／再開表示」のみ使用する  

表 4-19   ＢＬＯ，ＢＬＡ，
ＲＳＣ，ＵＢＬ，Ｕ

ＢＡ 

ＣＣＲ、ＬＰＡ、ＯＬＭ、ＵＣＩＣは使用しない 
パラメータはベースドキュメントどおり 

 

表 4-21   ＧＲＳ，ＣＱＭ ベースドキュメントどおり  

表 4-29   ＳＧＭ 「メッセージ種別」「アクセス転送」「ユーザ・ユーザ情報」「汎用番号」「オ

プションパラメータ終了表示」を使用する 
ＩＡＭ信号の信号分割転送時に使用する 

表 4-34  ＣＨＧ ベースドキュメントどおり  
(注１) 必要なパラメータのみ使用する。 
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(注２) 必要でないパラメータを受信しても呼損とはしない。 
(注３) 中継事業者は原則的に受信情報は透過中継する。ただし、選択中継事業者の場合は受信情報に必要な変更を行うことがある。 



4.3.1 規定外信号の扱い 

 規定外信号を送信する場合は、接続事業者間で調整を行う。 

 

4.3.2 主な転送情報 

 (1) 発信事業者 

 「発番号」「発ＣＡ」等の情報は、接続事業者や接続番号によって差をつけることなく、可能な限り全

て送信する。また接続事業者から返送される「着ＣＡ」「着事業者情報」等の情報は全て受信を許容する。

ただし「課金レート情報」は、発信事業者がユーザ課金を行う呼に限定して受信を許容する。発信時の主

な転送情報例を表４－２／ＪＪ-90.10 に示す。 

 

表４－２／ＪＪ-90.10 発信事業者の主な転送情報例 

 

信号の向き 転 送 情 報 

発番号 
契約者

番号 
発ＣＡ

発事業者

情報 

経由情報

転送表示

付加 

ﾕｰｻﾞ種別 
着番号

 順方向 

○＊１ △＊２ ○＊６ ○ ○＊３ △＊４ ○＊５

課金レート情報＊８着

Ｃ

Ａ

着事業者 

情報 

選択中継

事業者

情報＊12

経由 

事業者

情報＊12
単位料金 

表示 

課金ﾚｰﾄ 

情報種別 
課金ﾚｰﾄ  逆方向 

△
＊６ ○ △＊7 △ △＊９ △＊10 △＊11

凡例 ○：常に転送する情報、△：特定条件下のみ転送する情報 

 

＊１：国際網からの発信時等では設定されないことがある 

＊２：発ＩＤと契約者番号が同じ場合・・契約者番号は送出しない 

      発ＩＤと契約者番号が異る場合・・発番号と契約者番号を送出する 

＊３：設定内容は各事業者間の協議で決定する 

＊４：固定系付加ユーザ種別１ －「ピンク電話」／「列車公衆電話」 

   移動体系付加ユーザ種別１ －「移動通信(自動車・携帯電話サービス)／ 

   移動通信(船舶電話サービス)／移動通信(航空機電話サービス)」 

   移動体系付加ユーザ種別２ －「移動通信(大容量方式)／移動通信(N/J-TACS)／ 

   移動通信(PDC800MHz)／移動通信(PDC1.5GHz)／ 

   移動通信(N-STAR衛星)／移動通信(cdmaOne800MHz) ／ 

   移動通信(イリジウム衛星)／移動通信(IMT-2000)」 

＊５：事業者識別番号がダイヤルされた場合は、先頭に事業者識別番号を付与する 

＊６：発ＣＡは国際網、衛星系端末等からの発信時に、また着ＣＡは国際網、衛星系端末等への着信時に

設定されないことがある 

＊７：選択中継事業者網が選択された場合のみ設定される 

＊８：課金レート情報の転送が許容される接続呼は限定される 

＊９：「１０円」／「１００円」 

＊10：「一般」／「公衆」 

＊11：一括登算度数：「なし」／１～１５度数 

   課金レート（一般）：２．５秒～４９９．５秒（０．５秒単位） 

   課金レート（公衆）：４．５秒～４９９．５秒（０．５秒単位） 

 － 21 － ＪＪ－９０．１０  



   ピンク電話発信時には「一般」「公衆」双方の課金レートを転送する 

＊12：転送の要否に関しては、経由情報転送表示に従う 

 

 (2) 着信事業者 

 接続事業者から送信される「発番号」「契約者番号」「発ＣＡ」等の転送情報は、原則として全て受信

を許容する。着信事業者としては「着ＣＡ」「着事業者情報」等を返送する。着信事業者の転送情報例を

表４－３／ＪＪ-90.10 に示す。 

 

表４－３／ＪＪ-90.10 着信事業者の主な転送情報例 

 

信号の向き 転 送 情 報 

発

番

号

契約者 

番号 

発 

Ｃ

Ａ 

発事業

者情報

経由情報

転送表示

経由 

事業者 

情報 

選択中継

事業者 

情報 

付加 

ﾕｰｻﾞ 

種別 

着

番

号順方向 

○
＊１ △＊２

○
＊３ ○ ○＊４ △ △＊５ △＊２ ○

着ＣＡ 着事業者情報 
逆方向 

○＊３ ○ 
 

凡例 ○：常に転送する情報、△：特定条件下のみ転送する情報 

 

＊１：事業者識別番号は設定されない 

      国際網からの着信時等では設定されないことがある 

＊２：発信事業者が設定した場合に転送される 

＊３：発ＣＡは国際網、衛星系端末等からの発信時に、また着ＣＡは国際網、衛星系端末等への着信時に

設定されないことがある 

＊４：転送の要否に関しては、経由情報転送表示に従う 

＊５：選択中継事業者が選択された場合に設定される 

 

 (3) 中継事業者・選択中継事業者 

 中継事業者は、基本的に全ての転送情報を透過に転送する。また経由事業者情報及び選択中継事業者情

報の転送の要否に関しては、経由情報転送表示に従う。 

 選択中継呼(＊)の場合に、選択中継事業者は常に選択中継事業者情報を後位網へ送信する。また、選択

中継事業者の場合は受信情報に必要な変更を行うことがある。 

  (＊)発ユーザまたは事業者が中継事業者選択番号により中継事業者を選択した呼 
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 (4) アドレス情報の設定方法 

 接続事業者網間で転送するアドレス情報は表４－４／ＪＪ-90.10 に従う。 

 

表４－４／ＪＪ-90.10 アドレス情報の設定方法 

 

パラメータ名 番号種別 アドレス情報 用途 

国際番号 国番号＋国内番号 国際網(海外) 発信＊2

国内番号 A0CDEFGHJK 移動体、PHS、 

IP 電話（カテゴリ B）発信 

国内番号 ABCDEFGHJ 地域固定電話、IP 電話 

（カテゴリ A）発信 

発番号 

網特有番号 任意＊1 オペレータ発信等 

着番号 国内番号 A0CDEFGHJK 移動体、PHS、 

IP 電話（カテゴリ B）着信、

携帯電話番号ポータビリティ

（移転先事業者）着信、等 

 国内番号 ABCDEFGHJ 地域固定電話、IP 電話 

（カテゴリ A）着信、一般番号

ポータビリティ（移転先事業

者）着信 

 国内番号 AB0～、A0～ サービス呼着信 

 網特有番号 00XY～ 国際網(海外) 着信、 

国内中継接続   

 

＊1：オペレータ発信時の“00XY”等 

＊2：国際網からの発信時では設定されないことがある 
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５．接続条件 
5.1 接続制御 

 接続先、接続番号等による接続規制が必要な場合、原則、発信事業者網（選択中継呼の場合は選択中継

事業者網）にて規制を行う。 

 注－発信端末種別や付加サービスの接続制御について規定するものではない。 

 

5.2 ベアラの利用条件 

 利用可能なベアラは、音声、３．１ｋＨｚオーディオ、６４ｋｂｉｔ／ｓ非制限とする。ただし、６４

ｋｂｉｔ／ｓ非制限が提供できない場合、原則、提供できない接続事業者が規制を行う。 
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６．接続シーケンス 
6.1 基本的な考え方 

 (1) 発側網と着側網間の接続シーケンスを規定する。 

 (2) 端末と網間シーケンスは、網間シーケンスの解釈を補助するものとして点線で記載する。 

 (3) 不完了及び準正常シーケンスは様々なパターンが存在するため、一部の例を記載する。 

 (4) 端末種別は、アナログ端末、ISDN（ディジタル）端末とする。なお、有線による端末及び無線によ

る携帯・自動車端末、PHS端末等を対象とする。 

 (5) 接続シーケンス中に示すタイマ値はＪＴ－Ｑ７６４を参照する。 

(6) 記載を簡略化するため、接続シーケンスでは、信号分割転送機能に関する記載を省略する。 

 

6.2 各種接続シーケンス 

 一般的な接続シーケンスを表６－１／ＪＪ-90.10 に示す。 

 

表６－１／ＪＪ-90.10 各種接続シーケンス 

 

Ｎｏ 発信／着信  端末種別 シーケンス分類＊2＊5

１ アナログ端末発信→アナログ端末着信 基本接続 

２ アナログ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 基本接続 

３ ＩＳＤＮ端末発信→アナログ端末着信 基本接続 

４ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 基本接続 

５ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 基本接続（64kbit/s 非制限） 

６ アナログ端末発信 基本接続（不完了例）＊１

７ ＩＳＤＮ端末発信 基本接続（不完了例）＊１

８ ＩＳＤＮ端末発信 基本接続（不完了例）（64kbit/s 非制限） 

９ アナログ端末発信→アナログ端末着信 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ＊3

１０ アナログ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ＊3

１１ ＩＳＤＮ端末発信→アナログ端末着信 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ 

１２ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ 

１３ アナログ端末発信 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ（不完了例） 

１４ ＩＳＤＮ端末発信 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ（不完了例） 

１５ アナログ端末発信→アナログ端末着信 課金レート転送＊４

１６ アナログ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 課金レート転送＊４

１７ ＩＳＤＮ端末発信→アナログ端末着信 課金レート転送＊４

１８ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 課金レート転送＊４

１９ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 課金レート転送（64kbit/s非制限）＊４

２０ アナログ端末発信 課金レート転送（不完了例）＊１＊４

２１ ＩＳＤＮ端末発信 課金レート転送（不完了例）＊１＊４

２２ ＩＳＤＮ端末発信 課金レート転送（不完了例）(64kbit/s非制限) ＊４

２３ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信
基本接続（番号ポータビリティのリダイレクション）

＊６＊７

＊1 不完了呼において RELの理由表示が「＃１（欠番）」の場合は、「空き番号トーキ」に接続する 
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＊２ 呼種別が記述されてない（64kbit/s非制限以外）分類は、アナログ端末発信時は「3.1kHzｵｰﾃﾞｨｵ･音 

   声」呼、ＩＳＤＮ端末発信時は「3.1kHzｵｰﾃﾞｨｵ･音声」呼を対象とする 

＊３ アナログ公衆発信時、発側網から発信端末へ SDTの返送は行わない 

＊４ 課金レートの転送は原則ＡＣＭでの転送とする 

   ただしＡＣＭの適用が困難な場合はＣＨＧによる転送とする 

＊５ 各シーケンスについて着信地域情報はＡＣＭでの転送とするが、ＡＣＭの適用が困難な場合、 

   ＣＨＧによる転送も可能とする 

＊６ 発信／着信の端末種別がアナログ端末、ＩＳＤＮ端末の両端末に対して適用される。端末種別に応

じた端末と網との間のシーケンスは、先の接続シーケンス No １～No ４に従う 

＊７ 課金レート転送の場合、発側網と移転先網との間のシーケンスは、先の接続シーケンス No １５～No

１９に従う 
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１ アナログ端末発信→アナログ端末着信No 種別 分類 基本接続

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳあり）

ＢＴ

ＳＵＳ
on hook

ＲＥＬ

on hook

(off hook)
（ＲＥＳ）

Ｔ６タイムアウト＊
＊：Ｔ６タイム
　アウトは着側
　網でも検出す
　る。（検出時
　は着信網から
　ＲＥＬ送出）

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＡＣＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ
on hook

呼出

応答

通話中

アナログ端末 発側網 着側網 アナログ端末

off hook

on
hook

ＲＬＣ

ＢＴ

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳなし）

ＢＴ

on hook
ＲＥＬ

on hook
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ＲＬＣ

着側切断のシーケンス

ＢＴ
ＲＥＬ

on hook

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＡＣＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ
on hook

SETUP

応答

通話中

アナログ端末 ＩＳＤＮ端末

(ALERT)

REL

ＲＬＣ
ＢＴ

(CALL PROC)

（ＣＰＧ）

DISC

REL COMP

CONN

CONN ACK

REL

REL COMP

DISC

発側網 着側網

２ アナログ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 基本接続
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ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳあり）

ＢＴ

ＳＵＳ
on hook

ＲＥＬ

(off hook)
（ＲＥＳ）

Ｔ６タイムアウト＊

＊：Ｔ６タイム
　アウトは着側
　網でも検出す
　る。（検出時
　は着信網から
　ＲＥＬ送出）

ＩＡＭ

ＡＣＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ

呼出

通話中

ＩＳＤＮ端末 アナログ端末

off hook

on
hook

ＲＬＣ

ＢＴ

SETUP

（PROG/ALERT）

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

DISC

REL

REL COMP

発側網 着側網

３ ＩＳＤＮ端末発信→アナログ端末着信No 種別 分類 基本接続

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳなし）

ＢＴ

on hook

ＲＥＬ

DISC

REL

REL COMP
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着側切断のシーケンス

ＩＡＭ

ＡＣＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ

通話中

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

SETUP

(ALERT)

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

SETUP

(ALERT)

(CALL PROC)

CONN

CONN ACK

（ＣＰＧ）

REL

DISC

REL COMP

ＢＴ

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

ＲＥＬ
REL

REL COMP

DISC

ＢＴ

DISC

REL

REL COMP

発側網 着側網

４ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 基本接続
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着側切断のシーケンス

ＩＡＭ

ＡＣＭ

ＡＮＭ

ＲＥＬ

通話中

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

SETUP

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

SETUP

(ALERT)

(CALL PROC)

CONN

CONN ACK

（ＣＰＧ）

REL

DISC

REL COMP

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

ＲＥＬ
REL

REL COMP

DISC
DISC

REL

REL COMP

(ALERT)

発側網 着側網

５ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 基本接続(64kbit/s非制限)
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off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＢＴ
ＲＥＬ

on hook

アナログ端末

ＲＬＣ

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＡＣＭ

on hook

アナログ端末 発側網 着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＡＣＭ

on hook

アナログ端末 発側網 着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

ＣＰＧ

発側網 着側網

６ アナログ端末発信No 種別 分類 基本接続(不完了例)

トーキ

トーキ

（ＡＣＭ）
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ＩＡＭ

ＲＥＬ

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

ＩＡＭ

ＡＣＭ

発側網 着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

SETUP

CALL PROC

ＢＴ

DISC

REL

REL COMP

SETUP

CALL PROC

ＩＳＤＮ端末

DISCまたはPROG

REL

REL COMP

ＩＡＭ

ＡＣＭ

発側網 着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

SETUP

CALL PROC

ＩＳＤＮ端末

DISCまたはPROG

REL

REL COMP

ＣＰＧ

発側網 着側網

７ ＩＳＤＮ端末発信No 種別 分類 基本接続(不完了例)

トーキ

トーキ

（ＡＣＭ）
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ＩＡＭ

ＲＥＬ

ＩＳＤＮ端末 発側網 着側網

ＲＬＣ

SETUP

CALL PROC

DISC

REL

REL COMP

８ ＩＳＤＮ端末発信No 種別 分類 基本接続(不完了例)(64kbit/s非制限)

（ＡＣＭ）
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off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

（ＡＣＭ）＊2

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ
on hook

呼出

応答

通話中

アナログ端末 着側網 アナログ端末

off hook

on hook

ＲＬＣ

ＢＴ

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳあり）

ＢＴ

ＳＵＳ
on hook

ＲＥＬ

on hook

(off hook)
（ＲＥＳ）

Ｔ６タイムアウト＊
＊：Ｔ６タイム
　アウトは着側
　網でも検出す
　る。（検出時
　は着信網から
　ＲＥＬ送出）

発側網

９ アナログ端末発信→アナログ端末着信No 種別 分類 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳなし）

ＢＴ

on hook
ＲＥＬ

on hook
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ＲＬＣ

着側切断のシーケンス

ＢＴ
ＲＥＬ

on hook

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ
on hook

SETUP

応答

通話中

アナログ端末 ＩＳＤＮ端末

(ALERT)

REL

ＲＬＣ
ＢＴ

(CALL PROC)

（ＣＰＧ）

DISC

REL COMP

CONN

CONN ACK

REL

REL COMP

DISC

着側網発側網

１０ アナログ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等
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ＩＡＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ

呼出

通話中

ＩＳＤＮ端末 アナログ端末

off hook

on hook

ＲＬＣ

ＢＴ

SETUP

　PROG

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

（PROG/ALERT）

着側網

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳあり）

ＢＴ

ＳＵＳ
on hook

ＲＥＬ

(off hook)
（ＲＥＳ）

Ｔ６タイムアウト＊

＊：Ｔ６タイム
　アウトは着側
　網でも検出す
　る。（検出時
　は着信網から
　ＲＥＬ送出）

DISC

REL

REL COMP

発側網

１１ ＩＳＤＮ端末発信→アナログ端末着信No 種別 分類 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳなし）

ＢＴ

on hook

ＲＥＬ

DISC

REL

REL COMP
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着側切断のシーケンス

ＩＡＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ

通話中

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

SETUP

(ALERT)

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

SETUP

(ALERT)

(CALL PROC)

CONN

CONN ACK

（ＣＰＧ）

REL

DISC

REL COMP

ＢＴ

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

ＲＥＬ
REL

REL COMP

DISC

ＢＴ

DISC

REL

REL COMP

　PROG

着側網発側網

１２ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等
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アナログ端末

アナログ端末 着側網

off hook
アナログ端末 着側網

ＤＴ

ＤＮ

off hook

トーキ

on hook

ＲＬＣ

ＲＥＬ

ＤＴ

ＤＮ

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＲＥＬ

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等

off hook

on hook

ＢＴ
ＲＬＣ

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等

ＩＡＭ

トーキ

on hook

ＲＬＣ

ＲＥＬ

ガイダンス等

各種情報：ＰＢ等

ＣＰＧ

ＩＡＭ

着側網発側網

発側網

発側網

１３ アナログ端末発信No 種別 分類 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ(不完了例)

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2
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ＩＳＤＮ端末 着側網

トーキ

着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

ＩＳＤＮ端末

REL

REL COMP

着側網ＩＳＤＮ端末

ＩＡＭ
SETUP

　PROG

CALL PROC

　ガイダンス等

　各種情報：ＰＢ等

ＲＥＬ
DISC

REL

REL COMP

ＲＬＣ
ＢＴ

ＩＡＭ
SETUP

　PROG

CALL PROC

　ガイダンス等

　各種情報：ＰＢ等

（DISCまたはPROG）

ＩＡＭ
SETUP

　PROG

CALL PROC

　ガイダンス等

　各種情報：ＰＢ等

トーキ

ＲＬＣ

ＲＥＬ
REL

REL COMP

DISCまたはPROG
ＣＰＧ

発側網

発側網

発側網

１４ ＩＳＤＮ端末発信No 種別 分類 ｲﾝﾁｬﾈﾙ追加ﾀﾞｲﾔﾙ(不完了例)

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

＊2：＊１でＣ
　ＰＧ転送時に
　ＡＣＭが転送
　される。

＊1：ＣＰＧ又
　はＡＣＭによ
　るインチャネ
　ル情報利用可
　能の通知を行
　なう

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2

ＣＰＧ又はＡＣＭ＊1

（ＡＣＭ）＊2
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off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

（ＣＨＧ）

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ
on hook

呼出

応答

通話中

アナログ端末 発側網 着側網 アナログ端末

off hook

on hook

ＲＬＣ

ＢＴ

ＡＣＭ

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳあり）

ＢＴ

ＳＵＳ
on hook

ＲＥＬ

on hook

(off hook)
（ＲＥＳ）

Ｔ６タイムアウト＊
＊：Ｔ６タイム
　アウトは着側
　網でも検出す
　る。（検出時
　は着信網から
　ＲＥＬ送出）

１５ アナログ端末発信→アナログ端末着信No 種別 分類 課金レート転送

ＲＬＣ

着側切断のシーケンス（ＳＵＳなし）

ＢＴ

on hook
ＲＥＬ

on hook
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ＲＬＣ

着側切断のシーケンス

ＢＴ
ＲＥＬ

on hook

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＡＣＭ

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ
on hook

SETUP

応答

通話中

アナログ端末 ＩＳＤＮ端末

(ALERT)

REL

ＲＬＣ
ＢＴ

(CALL PROC)

（ＣＰＧ）

DISC

REL COMP

CONN

CONN ACK

REL

REL COMP

DISC

（ＣＨＧ）

着側網発側網

１６ アナログ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 課金レート転送
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着側切断のシーケンス

ＩＡＭ

（ＣＨＧ）

（ＲＢＴ）

ＡＮＭ

ＲＥＬ

通話中

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

SETUP

(ALERT)

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

SETUP

(ALERT)

(CALL PROC)

CONN

CONN ACK

（ＣＰＧ）

REL

DISC

REL COMP

ＢＴ

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

ＲＥＬ
REL

REL COMP

DISC

ＢＴ

DISC

REL

REL COMP

ＡＣＭ

着側網発側網

１８ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 課金レート転送
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着側切断のシーケンス

ＩＡＭ

ＡＣＭ

ＡＮＭ

ＲＥＬ

通話中

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

SETUP

CONN

(CONN ACK)

CALL PROC

REL

DISC

REL COMP

SETUP

(ALERT)

(CALL PROC)

CONN

CONN ACK

（ＣＰＧ）

REL

DISC

REL COMP

ＩＳＤＮ端末

ＲＬＣ

ＲＥＬ
REL

REL COMP

DISC
DISC

REL

REL COMP

(ALERT)

着側網

（ＣＨＧ）

発側網

１９ ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信No 種別 分類 課金レート転送(64kbit/s非制限)
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off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

ＢＴ
ＲＥＬ

on hook

アナログ端末 着側網

ＲＬＣ

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

トーキ

ＡＣＭ

on hook

アナログ端末 着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

off hook

ＤＴ

ＤＮ
ＩＡＭ

トーキ

ＡＣＭ

on hook

アナログ端末 着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

ＣＰＧ

ＡＣＭ

（ＣＨＧ）

（ＣＨＧ）

発側網

発側網

発側網

（ＣＨＧ）

２０ アナログ端末発信No 種別 分類 課金レート転送(不完了例)
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ＩＡＭ

ＲＥＬ

ＩＳＤＮ端末 着側網

ＲＬＣ

ＩＡＭ

トーキ

（ＣＨＧ）

着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

SETUP

CALL PROC

ＢＴ

DISC

REL

REL COMP

SETUP

CALL PROC

ＩＳＤＮ端末

DISCまたはPROG

REL

REL COMP

ＩＡＭ

トーキ

（ＣＨＧ）

着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

SETUP

CALL PROC

ＩＳＤＮ端末

DISCまたはPROG

REL

REL COMP

ＣＰＧ

ＡＣＭ

ＡＣＭ

ＡＣＭ

発側網

発側網

発側網

（ＣＨＧ）

２１ ＩＳＤＮ端末発信No 種別 分類 課金レート転送(不完了例)
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ＩＡＭ

（ＣＨＧ）

着側網

ＲＬＣ

ＲＥＬ

SETUP

CALL PROC

ＩＳＤＮ端末

DISC

REL

REL COMP

ＡＣＭ

発側網

２２ ＩＳＤＮ端末発信No 種別 分類 課金レート転送(不完了例)(64kbit/s非制限)
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No 23 種別 ＩＳＤＮ端末発信→ＩＳＤＮ端末着信 分類 基本接続（番号ポータビリ

ティのリダイレクション） 

 

 
ＩＳＤＮ端末 ＩＳＤＮ端末発側網 番号管理網

移転先網

SETUP

SETUP

IAM

REL

IAM

ACM
(CALL PROC)

(ALERT)

CONN

CONN ACK

(CPG)
(ALERT)

(RBT)

CONN

(CONN ACK)

ANM

通話中

DISC

REL

REL

RLC
DISC

REL

BT

REL COMP

REL COMP

DISC

REL

REL

RLC
DISC

REL

BT

REL COMP

REL COMP

移転先側切断のシーケンス

ＩＳＤＮ端末 ＩＳＤＮ端末移転先網発網

RLC

CALL PROC
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７．課金方式 
 基本的な呼の接続に関するユーザ課金方式及び事業者間料金精算方式について記述する。接続事業者間

の課金方式は、ここで述べる課金方式を原則として接続事業者間の協議により決定する。 

 

7.1 課金表示の扱い 

 ＪＴ－Ｑ７６３ ３．４節 逆方向呼表示パラメータの BA ビット（課金表示）は前位網にユーザ課金

（料金登算）を指示する信号とする。 

 課金表示の設定規則は次のとおりとする。 

 (1) 前位網にユーザ課金（料金登算）を指示する場合は「課金」を、ユーザ非課金を指示する場合は

「非課金」を送出する 

 (2) 前位網に対してユーザ課金（料金登算）の指示を行わない場合は、着信網では「課金」を送出し、

中継網では信号を透過中継する。 

 (3) 中継網でユーザ課金（料金登算）を行う場合には、「課金」を「非課金」に変換して前位網に送出

する。 

 (4) ＡＣＭ返送時点でユーザ課金の要否が確定しているならば正確な情報（課金または非課金）を設定

する。 

 (5) ＡＣＭで「課金」「非課金」が確定できない場合に限り、「表示なし」を設定する。 

 

7.2 課金表示とユーザ課金方式 

 接続事業者毎のユーザ課金方式について次に示す。 

 (1) 発信事業者 

 ①発信事業者が料金設定を行う場合： 

 i) 発信事業者が独自に料金設定を行い、発ユーザから料金回収を行う。 

 

 ②発信事業者が料金設定を行わず、後位網からユーザ課金の指示を受ける場合： 

 i) ユーザ課金を行わない場合、後位網は逆方向呼表示の課金表示に「非課金」を設定し、課金情報種別

パラメータと課金情報パラメータは次のとおり設定する。この場合、発信事業者は発ユーザから料

金回収（公衆電話発信の場合は硬貨収納・カード減算処理）を行わない。 

  (a) 課金情報種別：「課金レート転送」 

    課金情報の単位料金表示：「表示なし」 

    課金情報の課金レート情報種別：「柔軟課金レート情報なし」を設定する 

  あるいは 

  (b) 課金情報種別パラメータ及び課金情報パラメータそのものを設定しない 

 ii) ユーザ課金を行う場合、後位網は逆方向呼表示の課金表示に「課金」を設定し、課金レート情報を

設定する。この場合、発信事業者は、課金レート情報に従って、発ユーザから料金回収（公衆電話

発信の場合は硬貨収納・カード減算処理）を行う。 

 iii) i)ii)以外の場合は、発ユーザ保護の観点から、許容しない。 
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 課金表示とユーザ課金方式の概念図を図７－１／ＪＪ-90.10 に示す。 

 注）着側事業者とは中継事業者及び着信事業者を示す。 

 

 
発信事業者 着側事業者ＩＡＭ

①発信事業者の料金設定呼

●

●

非課金応答の設定

発ユーザ
非課金処理

●

●発ユーザ
課金処理

②着側事業者の料金設定呼

　 ユーザ課金の指示なし

●
課金応答／課金情報の設定

発ユーザ
課金処理

③着側事業者の料金設定呼
　 ユーザ課金の指示あり

発ユーザ

 

図７－１／ＪＪ-90.10 課金情報とユーザ課金 

 

 (2) 着信事業者 

 着信事業者が料金設定を行う呼で、前位網にユーザ課金を指示する場合は、課金表示に「課金」を、

ユーザ課金を指示しない場合は「非課金」を設定して返送する。着信事業者が料金設定を行わない呼に対

しては「課金」を設定して返送する。 

 

 (3) 中継事業者 

 中継事業者が料金設定を行う呼で、前位網にユーザ課金を指示する場合は、課金表示に「課金」を、

ユーザ課金を指示しない場合は「非課金」を設定して返送する。中継事業者が料金設定を行わない呼に対

しては原則として後位網が設定した課金表示をそのまま透過中継する。 

 

7.3 課金レート情報 

 課金レート情報の通知は次のとおりとする。 

  単位料金：１０円／１００円（ピンク電話発信時は１０円のみ許容） 

  一括登算度数：なし／１～１５度数（公衆／ピンク発信時は「なし」のみ許容する） 

  課金レート（一般）：２．５秒～４９９．５秒（０．５秒単位） 

  課金レート（公衆）：４．５秒～４９９．５秒（０．５秒単位） 

 なお、ピンク電話発信時には「一般」「公衆」の双方の課金レートを転送する。この時「一般」課金

レートに従って契約者に料金を請求し、「公衆」課金レートに従ってピンク電話へ硬貨収納等信号を送出

する。 
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 課金レートを設定する時間帯例を表７－１／ＪＪ-90.10 に示す。 

 

表７－１／ＪＪ-90.10 課金レートを設定する時間帯例 

 

課金間隔情報 時間帯 

第１課金間隔 「昼間」午前８時～午後７時 

第２課金間隔 「夜間」午後７時～午後１１時（土日祝の昼間含む） 

第３課金間隔 「深夜／早朝」午後１１時～午前８時 

第４課金間隔 「予備」第１～３課金間隔の最低レートを設定 

(注１) 第１～４課金間隔情報全てに課金レートが設定していなければならない。（全て同じ課金レートで

も可能） 

(注２) 第４課金間隔の課金レートは、交換機のクロック異常時等に使用する 

 

7.4 網使用料 

 接続事業者は、料金設定を行わない呼に関しては別に定める網使用料を計算し、協議により定められた

接続事業者に請求する。 

 

 (1) 網使用料の課金開始・停止契機 

 開始契機：応答信号（ANM）を検出した時 

 停止契機：切断信号（REL等）を検出した時 

 

 (2) 網使用料課金対象呼 

 課金表示の「課金／非課金」に関わりなく、以下を除く全ての呼を課金対象とする 

  ① 試験呼 

  ② 接続が完了しなかった呼（不完了呼等） 
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付録Ａ  
相互接続事業者間の試験方式 

 

１．基本的考え方 

 (1) 予防保全、故障発生時の故障探索・修復確認及び増設時の機能確認等を目的とする。 

 (2) 各事業者は試験に応じて自動応答トランク（ＡＡＴ）及びループトランク（ＬＰＴ）を関門交換機

に設置し、相互に試験可能とする。 

 (3) それぞれの事業者の設備に係わる試験は設備を所有する事業者が責任を持って実施し、他事業者の

設備についての試験は原則として実施しない。 

 (4) 試験は、原則として隣接の事業者間で実施する。多数事業者接続時の試験も基本的な接続確認は隣

接事業者間で行う。 

 (5) 試験呼はＩＡＭ信号の発ユーザ種別の「試験呼」で識別する。 

 

２．試験の種類 

 (1) 手動接続試験（必須機能） 

各事業者は関門交換機に自動応答トランク（ＡＡＴ）機能を付与し、以下の手動接続試験機能を提

供する。 

(a) 課金レートなし、ＡＡＴ接続 

 

 (2) 手動接続試験（オプション機能） 

以下の各機能を提供する事業者は、関門交換機に自動応答トランク（ＡＡＴ）あるいはループトラ

ンク（ＬＰＴ）機能を付与し、各手動接続試験機能を提供する。 

 

(b)  64K非制限呼接続   課金レートなし、ＬＰＴ接続 

(c) 課金レート情報転送   課金レート有り、ＡＡＴ接続、ＣＨＧ無し 

(d) 同 ＣＨＧ利用   課金レート有り、ＡＡＴ接続、ＣＨＧ有り 

(e) 同 ＣＨＧなし、64K非制限呼接続 課金レート有り、ＬＰＴ接続、ＣＨＧ無し 

(f) 同 ＣＨＧ利用、64K非制限呼接続 課金レート有り、ＬＰＴ接続、ＣＨＧ有り 

 

なおＡＡＴ着信とＬＰＴ着信の識別は通信路要求表示によって行う（「64K 非制限呼」の場合はＬ

ＰＴに接続する） 

 

 (3) 回線開通出合試験 

回線開通時に於いて発信交換機出側と着信交換機入側との間で出合い、回線名、回線番号及び通話

の良否を相互に確認する出合試験機能を提供する。 

 

 (4) 共通線試験 

手動信号ルート試験で信号リンクの正常性を確認する機能及び回線照合試験機能を提供する。 

 

３．手動接続試験の網間番号構成 

 (1) 固定電話及び IP電話（カテゴリＡ）番号による試験 

固定電話及び IP 電話（カテゴリＡ）番号を保有する事業者交換機との試験は原則として以下の番号

で行う。 
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市外局番 ＋ 市内局番 ＋ XXXX 

 

市外局番：事業者が使用する代表市外局番 

XXXX：接続する回線群単位に確保する網間試験用加入者番号（例：００６０等） 

    なお網内ルーチング試験のために、別の加入者番号（例：２５９９等）の確保も必要 

 

 (2) 事業者選択番号による試験 

事業者選択番号を保有する事業者交換機との試験は原則として以下のいづれかの番号で行う。 

 

００Ｘ１X２ ＋ Ｙ1Ｙ２ ＋ １ ＋ １２Ｚ 

   ００Ｘ1Ｘ2 ＋ ０１０ ＋ Ｙ1Ｙ2 ＋ １ ＋ １２Ｚ 

 

Ｙ1Ｙ２：任意の２桁、但しＹ1は０以外（例：８１、９９等） 

Ｚ：試験種別コード 

  １（課金レートなし）、６（課金レート有り、CHGなし）、７（課金レート有り、CHG有り） 

 

(3) 移動体・ＰＨＳ・ポケベルサービス識別番号による試験 

移動体・ＰＨＳ・ポケベルサービス識別番号を保有する事業者交換機との試験は原則として以下の

番号で行う。 

 

Ａ０ ＋ ＣＤＥ ＋ １２Ｚ  

 

Ａ：２（ポケベル）、７（ＰＨＳ）、８、９（移動体） 

ＣＤＥ：事業者識別コード（事業者単位に一つ必要、なおＣは０を除く） 

Ｚ：試験種別コード 

     １（課金レートなし）、６（課金レート有り、CHGなし）、７（課金レート有り、CHG有り） 

 

 (4) 二種事業者接続番号による試験 

二種事業者識別番号を保有する事業者交換機との試験は原則として以下の番号で行う。 

 

００９１ ＋ Ｎ１Ｎ２ ＋ Ｙ1Ｙ２ ＋ １ 

 

Ｎ１Ｎ２：事業者識別コード（事業者単位に一つ必要） 

Ｙ1Ｙ２：任意の２桁、但しＹ1は０以外（例：８１、９９等） 

 

(5) IP電話（カテゴリＢ）サービス識別番号による試験 

IP 電話（カテゴリＢ）サービス識別番号を保有する事業者交換機等との試験は原則として以下の番

号で行う。 

 

５０ ＋ ＣＤＥＦ ＋ XXXX  

 

ＣＤＥＦ：事業者識別コード（事業者単位に一つ必要、なおＣは０を除く） 

XXXX：接続する回線群単位に確保する網間試験用加入者番号 
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４．網間試験の信号シーケンス 

4.1 ＡＡＴ着信試験 

(a) 課金レートなし、ＡＡＴ接続及び 

(c) 課金レートあり、ＡＡＴ接続、ＣＨＧ無しのシーケンスを付図Ａ―１／JJ-90.10 に示す。 

 

        発網            着網(AAT) 

 
                                      

                                
                                 
                                 
                
 
                
 
               
 
                          約 6s 
                    同時   
                
 
                
 
                
 
                
 
                ＵＢＡ 

ＵＢＬ 

ＲＥＬ 

ＲＬＣ 

(ＤＴ) 

ＡＮＭ 

(ＲＢＴ) 

ＡＣＭ 

ＩＡＭ 

ＢＬＡ 

ＢＬＯ＊１ ＊１：発網閉塞で試験を行う場合は 
   BLO を送出する。 
   着網閉塞の場合は発網からの 
   試験は不可とする。 

 

                 付図Ａ―１／JJ-90.10  ＡＡＴ着信試験時の信号シーケンス 

 

 

4.2 ＬＰＴ着信試験 

 (b) 課金レートなし、ＬＰＴ接続及び 

 (e) 課金レートあり、ＬＰＴ接続、ＣＨＧ無しのシーケンスを付図Ａ―２／JJ-90.10 に示す。 

 

        発網            着網(LPT) 

 
                                 

                                 
                              
                                 
                
 
                
 
                
 
                    
                            ﾋﾞｯﾄﾊﾟﾀｰﾝ折り返し 
               
 
                
 
                
 
                
 
                ＵＢＡ 

ＵＢＬ 

ＲＬＣ 

ＲＥＬ 

ﾋﾞｯﾄﾊﾟﾀｰﾝ返送 

ﾋﾞｯﾄﾊﾟﾀｰﾝ送出 

ＡＮＭ 

ＡＣＭ 

ＩＡＭ 

ＢＬＡ 

ＢＬＯ＊１ ＊１：発網閉塞で試験を行う場合は 
   BLO を送出する。 
   着網閉塞の場合は発網からの 
   試験は不可とする。 

 

                 付図Ａ―２／JJ-90.10 ＬＰＴ着信試験時の信号シーケンス 
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4.3 ＡＡＴ着信・ＣＨＧ有り試験 

 (d) 課金レートあり、ＡＡＴ接続、ＣＨＧ有りのシーケンスを付図Ａ―３／JJ-90.10 に示す。 

 

        発網            着網(AAT) 

 
                                 

                                 
                              
                                 
                
 
                
 
                
 
               
 
                          約 6s 
                    同時   
                
 
                
 
                
 
                
 
                ＵＢＡ 

ＵＢＬ 

ＲＬＣ 

ＲＥＬ 

(ＤＴ) 

ＡＮＭ 

(ＲＢＴ) 

ＣＨＧ 

ＡＣＭ 

ＩＡＭ 

ＢＬＡ 

ＢＬＯ＊１ ＊１：発網閉塞で試験を行う場合は 
   BLO を送出する。 
   着網閉塞の場合は発網からの 
   試験は不可とする。 

 

  付図Ａ―３／JJ-90.10 ＡＡＴ着信・ＣＨＧ有り試験時の信号シーケンス 

 

4.4 ＬＰＴ着信・ＣＨＧ有り試験 

(f) 課金レートあり、ＬＰＴ接続、ＣＨＧ有りのシーケンスを付図Ａ―４／JJ-90.10 に示す。 

 

        発網            着網(LPT) 

 
                                 

                                 
                              
                                 
                
 
                
 
                
 
                
 
                     
                            ﾋﾞｯﾄﾊﾟﾀｰﾝ折り返し 
               
 
                
 
                
 
                
 
                ＵＢＡ 

ＵＢＬ 

ＲＬＣ 

ＲＥＬ 

ﾋﾞｯﾄﾊﾟﾀｰﾝ返送 

ﾋﾞｯﾄﾊﾟﾀｰﾝ送出 

ＡＮＭ 

ＡＣＭ 

ＩＡＭ 

ＢＬＡ 

ＢＬＯ＊１ 

ＣＨＧ 

＊１：発網閉塞で試験を行う場合は 
   BLO を送出する。 
   着網閉塞の場合は発網からの 
   試験は不可とする。 

 

  付図Ａ―４／JJ-90.10 ＬＰＴ着信・ＣＨＧ有り試験時の信号シーケンス 
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付録Ｂ 
 

相互接続事業者間の輻輳制御方式 
 

１．基本原則 

 (1) ＩＡＭ信号上の「発ユーザ種別」である「一般発ユーザ」「優先発ユーザ」「公衆電話」「試験呼」

の情報に基づき制御を行う。 

 (2) 優先発ユーザ回線留保機能及び両方向回線留保機能による制御を行う。 

 

２．回線留保機能による制御 

(1) 回線群の両端でそれぞれ使用可能回線数（両方向トラヒックが多いときに両方向留保回線制御に

よる回線使用の可否を判定するための値）、両方向留保回線数（片方向トラヒックが多いときに相手

側のトラヒックのために留保する回線数）及び優先発ユーザ留保回線数（一般発ユーザトラヒックが

多いときに優先発ユーザのトラヒックのために留保する回線数）を設定し、次の条件で回線捕捉を許

可又は禁止する。 

 

発ユーザ種別 回線捕捉の許可又は禁止 

優先発ユーザ 

公衆電話 
回線捕捉時に空き回線があれば捕捉を許可する 

空回線が両方向留保回線数と優先発ユーザ留保回線を

加えた値より大きいとき、自局の回線捕捉を許可する 
回線捕捉時に自局側

呼による使用回線数

が使用可能回線数以

上のとき 空回線が両方向留保回線数と優先発ユーザ留保回線数

を加えた値以下のとき、自局の回線捕捉を禁止する 

空回線が優先発ユーザ留保回線より大きいとき、自局

の回線捕捉を許可する 

上記以外 

回線捕捉時に自局側

呼による使用回線数

が使用可能回線数未

満のとき 空回線が優先発ユーザ留保回線以下のとき、自局の回

線捕捉を禁止する 

 

 

 (2) 優先発ユーザ留保回線制御及び両方向留保回線制御の実施の有無は接続する事業者間で決定する。 

 (3) 優先発ユーザ留保回線数、両方向留保回線数及び使用可能回線数については事業者間で決定する。 
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付録Ｃ 
 

１．端末への応答信号 

 相互接続用共通インタフェースで接続されている着信事業者への接続において、着信側の端末設備等が

送出する端末応答信号を受信したとき、発信側の端末設備等に対して、応答信号（発アナログ端末の場合

は、信号極性を反転することにより送出する監視信号）を常に返送する。 
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付録Ｄ 
 

複数回、逆方向事業者間精算情報を受信した場合の上書き論理 

 

１．逆方向事業者間精算情報の上書き論理 

ＡＣＭ、ＣＨＧ、ＣＰＧ、ＡＮＭに設定された事業者間精算情報（「料金区域情報」「課金情報」「課

金情報種別」「付加ユーザ種別」「課金情報遅延」「事業者情報転送」の各パラメータ）に関する受信側

の上書き論理を付表Ｄ－１に示す。なお、ＩＡＭにて発信網から転送される情報については、上書き論理

の対象外とする。 

 
付表Ｄ－１ 事業者間精算情報パラメータの上書き条件 

受信メッセージに事業者情報転送パラメータ（Ｓ

ＣＰ事業者情報以外）が設定されている場合 

受信メッセージに事業者情報転送パラメータ（ＳＣ

Ｐ事業者情報以外）が設定されていない場合 

受信メッセージに設定されている事業者間精算

情報のみを保持情報に上書きする 

 

事業者間精算情報（ＳＣＰ事業者情報以外）の保

持情報を全てクリアし、受信メッセージに設定し

ている事業者間精算情報を上書きする 

 

 

 

ただし、課金情報パラメータの「単位料金表

示」が「表示なし」または「課金情報レート情

報種別」が「柔軟課金レート情報なし」の場

合、「課金情報種別」、「課金情報」を上書き

しない 
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２．リルーチング発生時の上書き論理例 

発信網における上書き論理例を以下に示す。但し、全てのパターンを網羅したものではない。 

（ａ）事業者情報（SCP事業者情報を除く）の複数回受信による精算情報上書き例 

 

発信網Ａ 経由網Ｂ

IAM

経由表示=両方向
発事業者=A
発CA=CA1

着信網Ｋ

ACM IAM

経由表示=両方向
発事業者=A
経由事業者=B
発CA=CA1

ACM

CPG 着事業者=K
着CA=CA2
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ2

着事業者=K
経由事業者=B
着CA=CA2
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ2 REL

RLC

着信網Ｌ
IAM

経由表示=両方向
発事業者=A
経由事業者=B
発CA=CA1

ACM

着事業者=L
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

CHG

着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=情報なし（※）

ANM

CPG

着事業者=L
経由事業者=B
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=情報なし（※）

CHG

ANM

発信網の保持情報

保持情報なし

着事業者=K
経由事業者=B
着CA=CA2
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ2

保持情報ｴﾘｱA

着事業者=L
経由事業者=B
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

★保持情報ｴﾘｱA

保持情報ｴﾘｱA

着事業者=L
経由事業者=B
着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

 

★： 保持情報を全てクリアし、受信した情報を設定する 

※： 必須パラメータとして課金情報パラメータに「単位料金表示=表示なし」「課金レート情報種別=柔軟

課金レート情報なし」が設定される 

保持情報ｴﾘｱA：上書き対象情報を一時的に保管するメモリ 
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（b）事業者情報（SCP 事業者情報を含む）の複数回受信による精算情報上書き例 

発信網Ａ 経由網Ｂ

IAM

経由表示=両方向
発事業者=A
発CA=CA1

着信網Ｋ

ACM IAM

経由表示=両方向
発事業者=A
SCP事業者=X
経由事業者=B
発CA=CA1

ACM
CPG

着事業者=K
着CA=CA2
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ2

着事業者=K
経由事業者=B
着CA=CA2
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ2 REL

RLC

着信網Ｌ
IAM

経由表示=両方向
発事業者=A
SCP事業者=X
経由事業者=B
発CA=CA1

ACM

着事業者=L
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

ACM

着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=情報なし（※）

CHG

CPG

SCP事業者=Y
経由事業者=B

着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=情報なし（※）

CPG

ANM

SCP事業者Ｘ

CHG

SCP事業者Ｙ

ANM

ANM

CPG

CHG

SCP事業者=X

SCP事業者=Y 経由表示=両方向
発事業者=A
SCP事業者=X
経由事業者=B
SCP事業者=Y
経由事業者=C
発CA=CA1

IAM

着事業者=L
経由事業者=C
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

着事業者=L
経由事業者=C
経由事業者=B
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=情報なし（※）

経由網Ｃ

発信網の保持情報

SCP事業者=X

着事業者=K
経由事業者=B
着CA=CA2
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ2

☆保持情報ｴﾘｱB

SCP事業者=X
SCP事業者=Y

★保持情報ｴﾘｱA

経由事業者=B

★保持情報ｴﾘｱA

着事業者=L
経由事業者=C
経由事業者=B
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

保持情報ｴﾘｱA

着事業者=L
経由事業者=C
経由事業者=B
着CA=CA3
課金ﾚｰﾄ=ﾚｰﾄ3

保持情報ｴﾘｱB

保持情報ｴﾘｱA

 

★： 保持情報を全てクリアし、受信した情報を設定する 

☆： SCP 事業者情報=Y は保持しなくてもよい 

※： 必須パラメータとして課金情報パラメータに「単位料金表示=表示なし」「課金レート情報種別=柔軟

課金レート情報なし」が設定される 

保持情報ｴﾘｱA：上書き対象情報を一時的に保管するメモリ 

保持情報ｴﾘｱB：上書き非対象情報を一時的に保管するメモリ 
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付録Ｅ 
網間着信転送時における転送元事業者網のパラメータ設定処理 

 

１．前提条件 

 (1) 端末における着信転送は対象外とする。 

 (2) 逆方向信号については、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７３２で規定される方式を前提とし、ＡＣＭ→ＣＰＧ

マッピング、またはＣＰＧ→ＣＰＧマッピングを対象とし、ＡＣＭ→ＡＣＭマッピングは対象外と

する。 

 (3) 逆方向信号のアーリーＡＣＭは、全てのパラメータが転送元事業者網で生成されるため、規定の対

象外とする。 

 

２．パラメータ設定条件 

着信転送時における転送元事業者網におけるパラメータの処理を表Ｅ－１、Ｅ－２に示す。なお、表中

の「廃棄」「生成」の意味は以下のとおりである。 

 

・「生成」：転送元事業者網が送信メッセージのパラメータ・フィールドに、新たな値を設定する場合 

・「廃棄」：転送元事業者網が送信メッセージにパラメータ・フィールドを設定しない場合 

 

表Ｅ－１ 順方向パラメータの処理 

パラメータ フィールド 
転送元事業者網

の処理 
備 考*1 

国内／国際呼表示 生成 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件
順方向呼表示 

ＩＳＤＮアクセス表示 生成 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

発ユーザ種別  生成 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

通信路要求表示  生成 *2 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

着番号  生成  

発番号  生成 *3 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

ユーザユーザ情報  廃棄 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

アクセス転送 （発サブアドレス） 生成又は廃棄 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

ユーザサービス情報  生成 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

料金区域情報  生成  

契約者番号  生成又は廃棄 *3  

付加ユーザ種別  生成又は廃棄  

事業者情報転送  生成  

転送元番号  生成又は廃棄 *3 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件
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表Ｅ－２ 逆方向パラメータの処理 

パラメータ フィールド 
転送元事業者網

の処理 
備 考*1 

課金表示 生成  
逆方向呼表示 

ＩＳＤＮアクセス表示 生成 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

ユーザユーザ情報  廃棄 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

ユーザユーザ表示  生成又は廃棄 ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件

課金情報  生成又は廃棄  

課金情報種別  生成又は廃棄  

課金情報遅延  生成又は廃棄  

付加ユーザ種別  生成又は廃棄  

事業者情報転送  生成又は廃棄  

料金区域情報  生成又は廃棄  

 

＊１：「ユーザ課金/事業者間精算に使用する場合の条件」となっているパラメータ・フィールドについて、

そのパラメータ・フィールドを受信する前位及び後位の事業者網が、そのパラメータ・フィールド

をユーザ課金及び事業者間精算に使用しない場合、転送元事業者網の動作は規定しない。 

＊２：生成を行う場合は、エンド・エンドの呼接続に影響を与えてはならない 

＊３： 発信者課金呼で転送先事業者（中継事業者又は着事業者）に料金設定権があり且つ転送先事業者が

ユーザ料金回収を行う場合、一般的に、契約者番号パラメータ、転送元番号パラメータ、発番号パ

ラメータの優先順位で課金すべきユーザを特定している（転送元番号パラメータは課金すべきユー

ザを特定するのに使用している場合と使用していない場合がある）。この様な場合、転送元事業者

網は以下のように処理を行う。 

・契約者番号パラメータで課金ユーザを特定するならば転送元事業者網は契約者番号パラメータを生成

しなければならない（参考例：図Ｅ－１参照）。 

・転送元番号パラメータで課金ユーザを特定するならば転送元事業者網は契約者番号パラメータを廃棄

し、転送元番号パラメータを生成しなければならない。 

・発番号パラメータで課金ユーザを特定するならば転送元事業者網は契約者番号パラメータ及び転送元

番号パラメータを廃棄し、発番号パラメータを生成しなければならない。 

発端末Ａ 転送端末 

ＰＢＸ 

着端末 

ＩＡＭ 

発番号＝Ａ 

回線番号＝Ｃ 

ダイヤルイン 

 子番号＝Ｂ 

ＩＡＭ 

発番号＝Ａ 

転送元番号＝Ｂ 

契約者番号＝Ｃ 

 

図Ｅ－１ 契約者番号パラメータにて課金ユーザを特定する場合の転送呼例 
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